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同期リモートコピーを用いたデータ欠損のない
DRシステムの性能安定性の評価

鈴 木 芳 生†1 渡 辺 聡†1 水 野 和 彦†1

藤 原 真 二†1 河 村 信 男†2 喜 連 川 優†3

本論文では，同期リモートコピーを用いたデータ欠損のない DRシステムを対象と
して，性能安定性の評価を行った．最初に，転送遅延がログや DBの出力に及ぼす影
響を考慮して，正サイトで稼動する DBMSの性能モデルを構築した．回線シミュレー
タを用いた評価実験を行ったところ，性能モデルによって約 1割の誤差で DRシステ
ムの性能を予測可能なことを確かめた．この性能モデルからログのみを同期リモート
コピーで転送する方式は，ログ・DB とも転送する方式に比べて性能安定性が高いと
考察された．そのため，同環境において回線遅延/帯域幅/入力負荷を変動させた場合
の DR システムの性能を評価した．その結果，ログのみを同期する DR システムは，
ログ・DBとも転送する DRシステムに比べて，転送遅延や入力負荷といった環境の
急激な変動に対して頑強であり，高い性能安定性を示すことが確かめられた．
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For high availability of computer systems, online remote backup systems
called disaster recovery (DR) systems are becoming common mainly in en-
terprise mission-critical systems. In this paper, we evaluated performance sta-
bility of No Data Loss DR system using synchronous remote copy. First, we
build a performance model of DR system to evaluate performance stability.
We confirmed that this model can predict throughput of DR system at error
of about 10% in certain circumstances by comparing to experimental results
using network simulator. From this model, we speculate that log-based DR

system using synchronous remote copy is more stable than storage-based DR
system using synchronous remote copy. And we evaluated performance stabil-
ity in experimental environment in which environmental parameter like circuit
delay fluctuates. As a result of experiment, we confirmed that log-based DR
system is robust over environmental fluctuation and more stable compared to
storage-based DR system using synchronous remote copy.

1. 背景と目的

9.11テロ以降，災害であってもビジネス（業務）を継続させることの重要性が再認識され

ている．ビジネス継続ができないことによる機会損失は大きく，たとえば，金融業界では時

間あたり数百万ドルもの損失が生じるといわれている1)．また，回復に長期間を要する場合，

あるいは，データに大きな損失があった場合は，たとえビジネスを再開できたとしても，そ

のような企業の 51%は 2年以内に廃業に追い込まれるなどと報告されている2),3)．そのた

め，米国では社会全体への影響が多い金融業界に関しては，法規制を設ける動きもある4)．

同様に，日本でも経済産業省によってビジネス継続のためのガイドラインが作成されてい

る5)．さらに，国際的にも英国 BS25999 6)（旧 PAS56 7)）ならびに米国 NFPA1600 8) を

土台として 2010年までに ISOにおける標準化が予定されている．このような背景から，シ

ステムを二重化し，平常時から正サイトのデータを遠隔地に設置した副サイトにコピーして

おき，災害時には副サイトでビジネスを継続するディザスタリカバリ（DR）技術が注目を

集めている．DRは従来からある技術だが，近年は，地震や大規模停電など広域災害であっ

てもビジネスを継続させること，すなわち，副サイトをより遠隔地に設置することへの要求

が高まっている．

日本では地震など広域災害への対応が必要である．そのため，都市間 DR，すなわち，サ

イト間の距離が数百 km 以上離れた構成での運用が必要となる．金融業界などデータ欠損

が大きな損失を及ぼす場合には，都市間 DRにおいても，災害時にデータ欠損がないこと

が大きな価値となる．しかし，同時に，オンライン性能の確保，すなわち，副サイトへのコ
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62 同期リモートコピーを用いた DR システムの性能安定性の評価

ピー処理が正サイトで行うオンライン処理に与える影響を最小限にしなければならないと

いう課題がある．

さらに，実際に DRシステムを運用していくためには，日々の運用が容易に実施できる必

要がある．すなわち，性能設計や性能チューニングが容易に行える必要がある．そのために

は，DRシステムが転送遅延や AP（アプリケーション）入力負荷といった環境因子の変動

に対して高い性能安定性を有する必要がある．そこで，本論文では，災害時にもデータ欠損

なくデータを回復することが可能な DRシステムとして，同期リモートコピーを用いた DR

システムの性能モデルを構築し，副サイトへのコピー処理が DBMSの内部挙動や性能に与

えるメカニズムを明らかにする．さらに，回線シミュレータを用いた DR評価環境を用い

て，回線遅延/帯域幅/入力負荷を変動させた場合の DRシステムの性能安定性を評価する．

本論文の構成は以下のとおりである．まず，2章で関連研究について述べた後，3章で代

表的な DRシステムの特徴と提案する DRシステム，および，評価の対象とした DRシス

テムについて述べる．4 章では，対象とした DR システムの性能モデルを構築するととも

に，そのモデルをもとに性能安定性を考察する．5章では，回線シミュレータを用いた評価

実験により性能モデルの検証を行うとともに回線遅延など環境パラメータに変動を与えた

ときの DRシステムの性能安定性を評価し，最後に 6章において結論を述べる．

2. 関 連 研 究

DBMSの DRシステムとしては，サーバ間転送を用いたログベースの研究が多く行われ

ている．ログベースの方式としては，副サイトへの適用と同期して正サイトのコミットが完

了する 2-safe方式，および，正サイトでのコミットは，副サイトへのコピー処理とは非同

期で行われる 1-safe方式が知られている9)–12)．ただし，2-safe方式では，2-phase commit

に従って副 DB への適用までを正サイトのトランザクションに含める場合と，ログだけを

副サイトに同期で送っておき，適用は非同期で行う場合がある．Polyzoisらの研究9) では，

マルチサーバでの分散トランザクション環境において，トランザクション整合性や正副サイ

トのサーバ間，あるいは，副サイト内の複数のサーバの間で，トランザクションの調停のた

めに行われる通信量などを考慮してログ転送からログ適用までを効率的に実施する方式の

提案・評価を行っている．

近年では，多くのシステムでリモートコピー機能を有するストレージを用いて DRシス

テムが構築されている13)–15)．リモートコピー機能を有するストレージを用いる利点として

は，ストレージ層でデータ転送が保障されるため上位サーバで動作するアプリケーション

（AP）への転送処理の組み込みが不要であり，システムが単純化されることから，運用が容

易であるという点があげられる．さらに，リモートコピーを利用した場合には，転送にサー

バリソースを使用しないため，APの性能確保が可能といったメリットもある．

また，システムの堅牢性に着目した研究も行われている．たとえば，文献 16)，17)では，

災害時にもデータアクセスを継続的に行えるように，分散システムにおけるサーバ配置，レ

プリケーション方法，障害検出方法の検討を行っている．

本研究では，ストレージのリモートコピーを利用した DBMSの DRシステムを対象とし

て，転送遅延が DBMS 内部挙動に与える影響を考慮した性能モデルを構築するとともに，

回線遅延や AP入力負荷といった環境変動が生じた場合のシステムの性能安定性評価を行っ

た．これまでの DBMS の DR システム性能評価に関する研究では，サーバ間転送のログ

ベース DRシステムの 1-safeと 2-safeの性能比較，あるいは，マルチサーバでの分散トラ

ンザクション環境下での，ログベース DRシステムのサーバ間転送を削減する方式の提案・

評価などが行われているが9)，ストレージのリモートコピーを利用した DBMSの DRシス

テムの性能安定性という観点で行った研究は，著者らが知る限りほかにはない．

3. 広域災害向けDRシステム

本章では，地震などの広域災害に対応した DRシステムについて説明する．

3.1 ストレージ主体のDRシステム

近年，リモートコピー機能13),27) を有する高機能ストレージを用いた DRシステムが多

く構築されている13)–15)．リモートコピー機能は，ネットワークを介して接続された正副ス

トレージ間で動作する機能であり，正ストレージへ発行された write I/Oは，ストレージに

よって副サイトへコピーされる．リモートコピーには同期リモートコピーと非同期リモート

コピーがあり，前者は正ストレージへの write I/Oの延長で副ストレージへのコピーが実施

されるのに対し，後者は正ストレージへの write I/O は正ストレージに書き込まれた時点

で完了し，副ストレージへのコピーは別のタイミングで実施される．ストレージ主体の DR

システムでは，ログ・DBともリモートコピーを用いて転送を行う．

リモートコピーを用いた DRシステムでは，ストレージで転送が行われるため，アプリ

ケーションや DBMSに転送ロジックを組み入れる必要がなく，システムが単純になるとい

うメリットがある．また，転送にサーバリソースを使用しないので，サーバで転送を行う場

合に比べてオンライン性能の確保も可能である．ただし，ログに加えて DB本体の転送も

必要となるため，転送量が大きくなる．一般に通信回線の維持コストは距離や帯域幅に応じ
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(a) 同期転送方式 (b) 非同期転送方式

図 1 ストレージ主体の DR システム
Fig. 1 DR System using storage remote copy.

て高価になるため，更新量の大きな大規模 DBでは多大な回線コストを平常時から負担し

なければならない．

以下では，DBMSのログ，DB とも同期リモートコピー機能で転送する方式を同期転送

方式（図 1 (a)），ログ・DB とも非同期リモートコピーで転送する方式を非同期転送方式

（図 1 (b)）と定義する．同期転送方式では，正ストレージへの書き込みが完了したwrite I/O

は副ストレージにもコピーされていることが保障されるため，災害時にも欠損なくデータを

回復できるが，転送遅延が大きい場合は正サイト DBMSのオンライン性能も大きく低下す

る場合がある．一方，非同期転送方式では，副ストレージへの転送は正ストレージへの書き

込みとは非同期に行われるため，正サイトのオンライン性能への影響は小さいが，災害が発

生した場合にはデータ欠損が生じる可能性がある．

3.2 サーバ主体のDRシステム

近年，多くのベンダが DBMSに転送機能を設けた製品を発表している18),19)．これらの

製品では，ログのみを副サイトに転送し，DB本体は副サイトで正サイトから転送されたロ

グを用いて更新する．ログベースの方式は，正サイトで発行したトランザクションは副サイ

トへの反映まで待って完了する 2-safe方式，および，正サイトのトランザクションは副サ

イトでの適用とは非同期に完了する 1-safe方式がある．なお，2-safe方式には，ログだけ

を同期で転送しておき，更新（反映）自体は非同期で行う場合も含まれる．

サーバ主体の DRシステムは，DBの定常的な転送が不要であり，転送量の削減が可能と

いうメリットがある．しかし，転送処理の DBMSへの組み込みが必要となるためシステム

が複雑となる．また，転送処理にサーバリソースが必要となるため，正サイトのオンライン

性能への影響もある．さらに，平常時から副サイトでログ適用を行うサーバを稼動させてお

図 2 DB・ストレージ連携 DR システム（ログのみ同期転送方式）
Fig. 2 Log-based DR system using synchronous remote copy.

く必要があり，機器や運用コストが高くなるという問題もある．

3.3 DB・ストレージ連携によるDRシステム

ログの転送をストレージのリモートコピーで転送し，副 DB はログ適用で更新するシス

テムもある20)–22)．たとえば，redo ログをリモートコピーで転送し，アーカイブしたログ

をサーバ間で転送・適用するシステムが知られている20)．ただし，これらのシステムでも

平常時の副 DBサーバの稼動は必要となる．

我々は，副サイトでのログ適用処理の負荷は正サイトのオンライン処理に比べると小さ

いことに着目し，ログ適用処理はリソースの限定された DR向けアプライアンス（DBヘッ

ド）で実施する方法を提案してきた23),24)．平常時は安価なアプライアンスを利用すること

で，平常時の機器・運用コストを削減することが可能となる．以下では，ログを同期リモー

トコピーで転送し，副サイトでのログ適用は DB ヘッドにより実現する方式をログのみ同

期転送方式と呼ぶ（図 2）．

3.4 評価の方針

日本では地震など広域災害への対応が必要なこと，また，金融業界などでは災害時にも

データ欠損がないことが大きな価値となる．そこで，本論文では，同期転送を用いた方式を

評価対象とした．また，正サイトのオンライン性能確保が実用上きわめて重要であるという

観点から，ストレージの同期リモートコピーを用いた同期転送方式とログのみ同期転送方式

を評価対象とした．

同期転送方式とログのみ同期転送方式を比較した場合，回復時間については，両者は同等

である．DRでは，平常時は副 DBサーバを起動させていないコールドスタンバイ方式をと

るのが通常であり，災害時には，最初に副 DBサーバの起動を行う必要がある．そのため，

災害時には，副 DBサーバの起動と，それに続いて副 DBMSの起動が必要となるが，これ
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らの処理は同期転送方式，ログのみ同期転送方式とも必要となる．

回線コストに関しては，ログのみ同期転送方式が同期転送方式より優れる．これは，ログ

のみ同期転送方式は，平常時はログのみを転送しており，DBの転送が不要となるため，安

価な狭帯域幅回線が利用可能となるためである．

一方，副サイトにおける構築，および，運用管理コストに関しては，同期転送方式が優れ

る．これは，同期転送方式は，平常時は副ストレージのみがあればよいのに対して，ログの

み同期転送方式では，副ストレージと DBヘッドが必要となるためである．

以上のように両方式には，回線コストと副サイトのコストという観点では，それぞれ一長

一短がある．ここで，既存のシステムに DRを適用するためには，サービスを提供してい

る正サイトの運用が容易なことが求められる．特に DR適用による性能面への影響を最小

限に抑えることが必須である．そのため，ログの転送遅延やシステムの急激な負荷変動と

いった環境の変動に対しても安定した性能を維持することが求められる．そこで，本論文で

は，DRシステムの性能をモデル化するとともに，回線シミュレータを用いた DR環境で実

験を行い，各システムの性能安定性を評価する．

4. 広域災害向けデータ欠損なしDRシステムの性能安定性の考察

ログ出力と DBの更新処理に転送遅延の影響が及ぶ同期転送方式に比べて，ログのみ同

期転送方式は，転送遅延の影響が及ぶ範囲がログ出力に限定されるためシステムがシンプル

となり，高い性能安定性を示すと考えられる．そこで，両方式の性能安定性を考察するため

に，転送遅延が DBMS 内部に及ぼす影響まで考慮した性能モデルを構築する．本章では，

最初に，前提となる DB システムについて説明した後，構築した性能モデルについて述べ

る．そして，最後に性能モデルをもとに DRシステムの性能安定性に対して考察を行う．

4.1 前提とするDBシステム

前提とした DBシステムの構成を図 3 に示す．トランザクション（以下，Tr）が行デー

タを更新しようとするときには，まずWAL（Write-ahead log）25) に基づいてログの生成

を行う．ここで生成されたログをログレコードと呼ぶ．生成されたログレコードはストレー

ジに格納する必要があるが，更新のたびにストレージに書き出すのではなく，ログバッファ

にコピーしておき，Trがコミットされたとき，あるいは，ログバッファが満杯になったと

きにストレージへフラッシュする．このログバッファは多面管理され，あるログバッファを

ストレージに書き出している最中，すなわち，ストレージからの完了通知（Ack）を待って

いる間にも，他のログバッファを使うことで処理を継続できる．

図 3 前提とする DB システム
Fig. 3 Target DB system for evaluation.

DBはページ単位で管理される．このページは DBページと呼ばれ，内部に行データが格

納される．Tr実行中に行データへの参照/更新要求があった場合には，最初に，ストレージ

から該当する DBページをサーバのメモリ上に確保された DBバッファ上に読み込んだう

えで処理を行う．ここで，参照用に読み込んだ DBページを参照ページ，更新用に読み込ん

だ DBページを更新ページと呼ぶ．これらの DBページは，DBバッファリストを用いるこ

とで，アクセス頻度に基づいた管理が行われる．

DBバッファへのアクセスがあると，アクセスされた DBページはアクセス順に DBバッ

ファリストに追加される．DB バッファリストに追加された DB ページが，ストレージに

出力される前に再びアクセスされた場合は，該当ページをリストの先頭へ付け替える．DB

バッファ上にないページをストレージから新たに読み込む場合には，空きページを取得す

る．DBバッファに空きページがない場合には，DBバッファリストの最後尾のページを空

きページ（スロット）とした後に，新たなページを読み込む．このとき，最後尾の入れ替え

対象の DB ページが参照ページであるならば，該当ページを破棄して空きページとした後

に，新しいページを読み込む．一方，最後尾の DBページが更新ページの場合は，まず，該

当ページをストレージに出力して空きページとした後に，新しいページを読み込む．

更新ページの出力は DB処理性能の低下の原因となる．そのため，DB Writerが，この

DB バッファリストの更新ページ量を一定間隔で常時監視し，その値が一定の閾値を超え

ると，リスト中の更新ページをストレージに出力する．出力対象の更新ページは DB バッ

ファリストの最後尾から順に選択される．ストレージに出力済みの更新ページは参照ペー
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ジとして，DBバッファリストに残されるが，該当ページのリスト先頭への付け替えは行わ

ない．このようにすることで，DBバッファリストの最後尾付近のページを参照ページに保

ち，DBバッファ上に新たなページを読み込む際の更新ページのストレージへの出力動作を

抑止する．なお，DB Writerは多重度をパラメータとして有しており，更新ページを多重

出力することが可能であるとする．

なお，DBMSでは一定時間経過後，あるいは，一定量の更新を行った後にチェックポイ

ント処理25) を行うが，チェックポイント処理は DBMSごとに処理方式が異なるためモデル

化の対象外とした．

OSは，APや DBMSから複数の I/O要求を受付け可能であるとし，ストレージへの同

時 I/O発行数を表す QueueDepthをボリューム（VOL）ごとに設定可能とする．また，ス

トレージは，同期リモートコピー機能を有することを前提とする．

4.2 DRシステムの性能モデル

DRシステムの性能安定性を考察するために，転送遅延が DBMS内部挙動に及ぼす影響

を考慮して性能モデルを構築する．具体的には，DRを行わない local構成の DBMSの挙

動をベースとし，転送遅延がログ出力や DB 出力時に及ぼすペナルティを加えていくこと

で性能モデルを構築する．

4.2.1 ログのみ同期転送方式の性能モデル

ログのみ同期転送方式では，ログのみが転送遅延の影響を受ける．そのため，ストレージ

への出力をともなうコミットには必ず転送遅延（Llog）だけのペナルティが加わる．さらに，

ある Trのコミット情報をストレージへ要求したときに，先行するコミット出力が完了して

いない場合は，その完了も待たなければならない．すなわち，ログバッファにログレコード

を充填しておき，先行するログ出力が完了したときに，充填したログをまとめて出力する．

これは，待合バスなどと同じ動作であり，待っている客を 1度に処理（運搬）するクリアリ

ングシステムと見なせる．ここで，時刻 0 から時刻 T までに N台のバスが到着した場合

で，到着時刻を t1, t2, · · · , tn，到着間隔を x1, x2, · · · , xn，乗客は単位時間あたり a 人到着

するとする．このとき，k 台目のバスに乗る乗客は約 axk 人，それらの人の平均待ち時間

は xk/2 と見なせる．したがって，N 台のバスに乗る aT 人の平均待ち時間は，以下の式

で表される．

w =
1

aT

N∑
k=1

(axk × xk

2
)

=
1

T

N∑
k=1

xk
2

2
=

N

T

1

N

N∑
k=1

xk
2

2

ここで，バスの到着間隔を確率変数 X で表すと，バスの平均到着間隔 E(X) = m は，

T/N と見なせる．1/N
∑N

k=1
xk

2 はN が十分に大きいときに大数の法則で，X2 の期待値

E(X2) = V (X) + E(X)2 = σ2 + m2 と置き換えることができる．ここで，V (X) = σ2 は

分散を表す．以上より，バスの平均待ち時間は以下の式に書き換えることができる．

w =
1

m

E(X2)

2
=

1

2m
(σ2 + m2) =

m

2

(
1 + (

σ

m
)
2
)

ここで，σ は回線品質によってばらつくことがある．しかし，専用回線など安定した回

線ではばらつきは小さくなるため，本論文では σ � 0 とした．その場合，待ち時間は転送

遅延の平均（Llog）に 0.5を乗じた値となることから，コミット時の待ち時間は，転送時間

（Llog）に待ち時間 Llog × 0.5 を加えた Llog × 1.5 となる．

したがって，ログのみ同期利用時の Trの応答時間（Rlog）は，DRを行わない場合の応

答時間（Rlocal）に，コミット時のペナルティ（Pcmt）を加えることによって求められる．

Pcmt は自コミットの出力時に生じる待ち Llog と先行コミット出力完了待ち Llog × 0.5 を

加えた Llog × 1.5 となる．

Rlog = Rlocal + Pcmt

= Rlocal + Llog × 1.5 (1)

ここで，ユーザの思考時間とキー入力時間の和で表される Trの投入間隔を Tinterval と

すると，単位時間あたりに実行されるトランザクション数は，1/(Tinterval + Rlog) となる．

このようなトランザクションを実行する APが NAP 多重で実行されている場合，ログのみ

同期のスループット Tlog は，以下の式で表される．

Tlog = NAP /(Tinterval + Rlog) (2)

ここで，多重度を増加させると，個々の Trの応答時間は大きくなる．すなわち，スルー

プットの式には，応答時間のファクタも含まれていることから，多重度を増大させると無限

にスループットが向上するわけではなく，その上限値はシステムの最大スループットを超え

ない．

4.2.2 同期転送方式の性能モデル

同期転送方式は，ログ・DBとも同期リモートコピーで転送する．ログのみ同期転送方式

との差異は，DB VOLの同期リモートコピーに起因し，転送遅延の影響で DB VOLの出
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(a) local 構成

(b) 同期転送方式

図 4 DR 環境での DB バッファの挙動
Fig. 4 Behavior of DB Buffer in DR system.

力スループットが低下した場合に性能が低下する点である．

同期転送方式では，転送遅延の影響で DBバッファ層での挙動が DRを行わない local構

成とは異なってくる．図 4 に local構成と同期転送方式の DBバッファの挙動の概略図を示

す．最初に，local 構成の参照ページの入力要求時の挙動について説明する．DB バッファ

上の DBページは，アクセス頻度を考慮するために，DBバッファリストで管理される．す

なわち，ストレージから読み込んだ DBページは参照ページとして DBバッファリストの

先頭に追加される．ここで，Trが更新処理を実行すると，DBバッファに読み込まれた参

照ページ内の行データが更新され，更新ページとなる．ただし，この段階では更新ページ

のストレージへの書き込みは実行されない．更新ページのストレージへの書き込みは DB

Writerが行う．DB Writerは，DBバッファリストを監視し，更新ページの量が一定量を

超過した場合には，古くなった更新ページから順にストレージに出力する．そのため，DB

Writerによる更新ページの出力スループットが，Trによる更新ページ生成スループットよ

図 5 更新ページ比率の挙動
Fig. 5 Ratio of update page on DB buffer.

り大きければ，DBバッファ上では参照ページが多数を占めることになる（図 5 (a)）．逆に，

Trによる更新ページ生成スループットが，DB Writerによる更新ページ出力スループット

より大きければ，DBバッファ上では更新ページの割合が高まる（図 5 (b)）．

DRを行わない local構成では，DB Writerが正常に動作していれば図 5 (a)に示すよう

に DB バッファ上で更新ページの割合は低い値に保たれている．この状態で，DB ページ

のアクセス要求があって，かつ，この DBページがバッファ上には存在しなかった場合は，

まず空きページを確保してからストレージより該当ページを読み込む（図 4 (a)）．具体的に

は，DBバッファリストの最後尾のページが入れ替え対象であり，このページが参照ページ

ならば，破棄（パージ）を行うことで空きページを作成し，続いて，ストレージから要求さ

れたページを読み込む．

図 4 (b)に同期転送方式の実行時で，かつ，転送遅延の影響で更新ページの出力が間に合

わない場合の DB バッファ挙動を示す．この場合，転送遅延の影響で更新ページの出力ス

ループットが低下するため，DBバッファ上での更新ページの割合が高まる（図 5 (b)）．そ

のため，DBバッファリスト最後尾においても更新ページの割合が高まる．

更新ページの割合が高まった状態（図 4 (b)）で，DBページのアクセス要求がなされ，か

つ，この DBページはバッファ上にない場合には，空きページ確保に続いて該当DBページ

の読み込みが行われる．空きページ確保においては，DBバッファリスト最後尾の DBペー

ジが入れ替え対象となるが，この DBページがストレージへの反映が未済みな更新ページで

あった場合は，まず，この更新ページをストレージに出力しなければならない．以下，この

処理を更新ページフラッシュと呼ぶ．同期転送方式では，DB VOLは同期リモートコピー

でペアリングされているため，この出力処理には転送遅延分の応答時間が積み上げられてし

まう．DB Writer による更新ページの出力は，Trとは非同期で実施されるのに対し，DB

ページ入力要求時に実施される更新ページフラッシュは Trの一処理として実行されるため，
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Tr性能に大きく影響する．

DB Writerの多重度を上げて更新ページの出力スループットを向上させることで，この

影響を小さくすることができる．ここで，ログはWAL 25) に基づいて出力されるため，更

新ページを出力する場合には，関連するログが事前にストレージに出力されていなければな

らないが，通常は更新ページの出力がログ出力に待たされることはない．これは，性能向上

の観点から，DB Writerは，ログ出力から遅れて該当する更新ページの出力を行うように

実装されるためである．すなわち，性能向上実現のためには，なるべく DB バッファ上で

複数の更新をまとめ，ストレージへの出力回数を最小限にすることが望ましい．そのため，

DB Writerでは，たとえば，更新ページの数が一定量（閾値）を超過したときにのみ，超

過分を出力する．このような実装の下では，ログ出力をともなうコミット処理から遅れて関

連する更新ページが出力されるのが通常となるので，更新ページの出力がログ出力の完了を

待つことはない．

しかし，DB Writerの多重度を大きくしすぎた場合にも性能は低下する．OSは I/O要

求をリクエストキューに格納し，このキューから QueueDepth分の要求を取り出してスト

レージに対して多重発行する．そのため，更新ページの出力スループット向上のために DB

Writerの多重度を大きくしすぎた場合には，リクエストキュー内で I/Oが滞留して待ちが

生じる．このような滞留が生じると read処理にも待ち時間だけペナルティが加わる．

以上をまとめると，同期転送方式では，転送遅延の影響で DB 出力が間に合わない場合

に性能が低下する．具体的には，DB Writer 多重度が不足する場合であり，このとき，空

きページ確保のために必要となる，更新ページの出力（更新ページフラッシュ）によって性

能が低下する．逆に DB Writer多重度を過度に大きくしすぎた場合にも，OS内で I/Oが

滞留し，その待ち時間の影響で性能が低下する．そのため，DB Writer多重度には最適値

が存在し，適度な値を設定した場合には，DBバッファの挙動は local構成やログのみ同期

と同等となる．ただし，ストレージ上のログ VOLについても同期リモートコピーでペアリ

ングを行っているため，同期転送方式の性能はログのみ同期転送方式の性能を超えること

はない．したがって，同期転送方式のスループット性能は，（1）ログのみ同期方式のモデル

式，（2）DB Writer多重度不足時のモデル式，（3）DB Writer多重度過多時のモデル式の

最小値で表される（図 6）．図 6 より同期転送方式の性能は DB Writer 多重度に対して凸

型のグラフとなるため，最適性能を出すためには，local構成時には不要だった DR向けの

チューニングが必要となる．

図 6 同期転送方式の性能モデル
Fig. 6 Performance model of DR system (Sync Transfer).

（1）ログのみ同期転送方式の性能モデル

図中の (1)はログのみ同期転送方式のモデル式（スループット）で表される（式 (2)）．

（2）同期転送方式の性能モデル 1

図中 (2)は同期転送方式の DB Writer多重度不足時の性能を表しており，このときのト

ランザクション応答時間 Rsync は，local時の応答時間 Rlocal に，コミット時のペナルティ

Pcmt と更新ページフラッシュのペナルティ Pwflush を加えた値となる．Pwflush は，バッ

ファミスをともなうページの入力があり，かつ，DBバッファリストの最後尾が更新ページ

であった場合に生じる．このときの確率は，バッファヒット率を Phit とし，DBバッファリ

スト内の最後尾のダーティ比率を Pupd とした場合，(1−Phit)×Pupd と表せる．したがっ

て，Trあたりの（参照・更新）ページ入力要求回数を Nget とし，DB VOLに対する write

応答時間を Ldb とした場合，更新ページフラッシュのペナルティは以下の式で表される．

Pwflush = (1 − Phit) × Pupd × Ldb × Nget

ここで，local構成時に単位時間あたりにストレージに出力される更新ページ数を Nwpage，

単位時間あたりに DBバッファにミスヒットするページ数を Nmiss（= (1−Phit)×Nget ×
Tlocal）とする．すると同期転送方式のときの単位時間あたりの更新ページ出力数 N ′

wpage

と DBバッファへのミスヒット率 N ′
miss はそれぞれ以下の式で表される．

N ′
wpage = Nwpage × (Tsync/Tlocal)

N ′
miss = Nmiss × (Tsync/Tlocal)

ここで，Tlocal は，DR を行わない local 構成時の Tr スループットであり，Tsync は同期

転送方式を行うときの Tr スループットを表す．もし，DB Writer 多重度が 0 であるなら

ば，すなわち，DB Writerを使わなければ，N ′
wpage 個のページはすべて更新ページフラッ

シュによって出力しなければならない．このときの DBバッファリスト最後尾のダーティ率

Pupd は Pupd = N ′
wpage/N

′
miss = Nwpage/Nmiss となる．
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続いて，DB Writer の出力が間に合うようになり，更新ページフラッシュが発生しなく

なるときの Pupd を計算する．ここで，単位時間あたり N ′
wpage 個の更新ページの出力が可

能なときの DB Writer多重度を Nprc とするならば，N ′
wpage ≤ Nprc/Ldb が成り立つ．

このとき，N ′
wpage は Nwpage × (Tsync/Tlocal) と表せたが，DB Writerの出力が間に合っ

ており DB出力によるペナルティがなくなっている状態では，Tsync = Tlocal と見なせるた

め，N ′
page は Npage に以下に示す係数 k を乗じることで計算できる．

k =
Tsync

Tlocal
=

Tlog

Tlocal

=
Tinterval + Rlocal

Tinterval + Rlocal + 1.5 × Llog

そのため，0 < Nprc < Nwpage ×Ldb ×k の間で線形補完すると Pupd は次のような Nprc

の関数で表すことができる．

Pupd =

⎧⎪⎨
⎪⎩

(1 − Nprc

Ldb×Nwpage×k
) × Nwpage

Nmiss

· · · 0 ≤ Nprc ≤ Nwpage × Ldb × k

0 · · ·Nprc > Nwpage × Ldb × k

したがって，DB Writer多重度不足時の同期転送方式の応答時間 Rsync とスループット

Tsync は次の式で表される．

Rsync = Rlocal + Pcmt + Pwflush

= Rlocal + Llog × 1.5

+(1 − Phit) × Pupd × Ldb × Nget

= Rlocal + Llog × 1.5 + (1 − Phit)

×(1 − Nprc

(Ldb × Nwpage × k)
)

×Nwpage

Nmiss
× Ldb × Nget (3)

Tsync = NAP /(Tinterval + Rsync) (4)

（3）同期転送方式の性能モデル 2

DB Writer多重度を適切な値以上に設定した場合は，更新ページフラッシュは生じなく

なる．しかし，多重度を大きくしすぎると，転送遅延以上の応答時間を要する複数の write

I/Oの発行・完了待ちをしなければならず，OS内で待ちが生じる．ここで，DB Writer多

重度過多時には更新ページフラッシュは発生せず，また，更新ページの出力は Trとは非同

期で実施されるため，更新ページの出力処理は Tr応答時間に影響しない．そのため，OS層

での待ちは read処理，すなわち，参照ページの要求があり，かつ，バッファミスしたとき

にのみ Tr応答時間へ影響する．したがって，OS層での待ちによって生じるペナルティ Pos

は，参照ページ要求がヒットする率を Prefhit，Trあたりの参照ページ要求回数を Nrefget，

OS層での待ち Wos を用いて，以下の式で計算される．

Pos = (1 − Prefhit) × Wos × Nrefget

また，Wos については，OSの QueueDepth（qdepth）を超える多重 I/Oが発行された場

合に待ちが生じることから，以下の式で計算することができる．なお，A は環境ごとに定

まる定数であり，たとえば，ランダム I/Oを行うテストプログラムを多重実行することで

求められる．

Wos =

{
0 (Nprc ≤ qdetph)

A(Nprc − qdepth) (Nprc > qdepth)

したがって，DB Writer多重度過多時の同期転送方式の応答時間とスループットは以下

の式で表される．

Rsync = Rlocal + Pcmt + Pos

= Rlocal + Llog × 1.5

+(1 − Prefhit) × Wos × Nrefget (5)

Tsync = NAP /(Tinterval + Rsync) (6)

4.2.3 DRシステムの安定性の考察

DB VOL に転送遅延の影響が及ぶ同期転送方式は，DB Writer の多重度が重要なパラ

メータとなる．そのため，DB Writerの多重度を横軸にした場合，オンライン性能は凸型

のグラフになる（図 7 (a)）．

最適な DB Writer多重度は，回線遅延といった環境要因にも影響を受けるため，環境変

(a) 同期転送方式 (b) ログのみ同期期転送方式

図 7 DR システムの性能安定性の考察
Fig. 7 Study on performance stability of DR system.
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動があるたびにチューニングが必要となり，性能安定性は低くなる．一方，DBの出力には

転送遅延の影響を受けないログのみ同期転送方式は，システムを単純化することができ，環

境変動に対しても，local構成でのチューニングが流用でき，高い安定性を示す（図 7 (b)）．

5. DRシステムの性能安定性の評価

本章では，回線シミュレータを用いた DR環境で実験を行い，DBMS内部挙動が 4章で

の仮説どおりの挙動を示していることを確認するとともに性能モデルの予測精度を確かめ

る．さらに，性能安定性を評価するために，回線遅延や回線帯域幅などの環境因子を変動さ

せたときの各 DR方式の安定性を評価する．

5.1 評価環境と入力負荷モデル

実験に用いた評価環境を図 8 に示す．評価環境では，正 DBサーバと正ストレージを正

サイトと見立て，同様に副ストレージを副サイトと見立て，サイト間は正副ストレージを

エクステンダと回線シミュレータを介して接続した．評価に用いた実験機器，OS，ミドル

ウェアを表 1 に示す．

実験では APサーバから正 DBサーバ上の DBMSに負荷を投入し，正 DBMSのオンラ

イン性能として単位時間あたりの処理トランザクション数や DBMS内部の統計情報を計測

した．なお，定常状態での評価を行うために，測定は 1 分のウォームアップを行った後に

行った．

負荷モデルは，TPC-C 26) ベースの販売管理モデルを利用し，WH数は 32としてデータ

生成を行った．なお，実験を単純化するために Neworderトランザクションのみを用いて負

荷を生成した．具体的には，Neworder トランザクションを発行するプログラムを用意し，

これらを APサーバ上で多重実行した．なお，入力負荷の多重度や投入間隔は，DBMS内

の論理的な排他がネックとならない範囲で設定した．負荷モデル，DBMS，OSのパラメー

タを表 2 に示す．以降で実施した実験では，特にことわりがない場合には，表 2 のパラメー

タを用いた．

5.2 性能モデルの検証

性能モデルの有効性確認のために，DR評価環境で実験を行い DBMSが 4章で立てた仮

説どおりの挙動を示しているかどうかを確認した．

5.2.1 ログ出力の挙動

ログ出力の挙動を明らかにするために，転送遅延をパラメータとしてログのみ同期転送方

式と同期転送方式を評価した．なお，DB Writer多重度は 1として実験を行った．最初に，

図 8 DR 評価環境
Fig. 8 Evaluation environment.

表 1 DR 評価環境で用いた実験機器
Table 1 Hardware which is used in evaluation.

製品
DB サーバ Xeon2.40Hzx2, 1GB,

OS: linux-2.4.20, DBMS: HiRDB v7.2

ストレージ SANRISE9570V（1GB）
AP サーバ Dell（Xeon2GHzx2）Win2K AS

エクステンダ McData Eclipse1620

回線シミュレータ Empirix PacketSphere（100 Mbps）
FC switch Brocade 3200

表 2 負荷モデル・DBMS・OS の主なパラメータ
Table 2 Parameter of Workload/DBMS/OS.

パラメータ 設定値
WH 数 32

負荷モデル　 投入間隔 0.63

多重度 32

DBMS ページサイズ 4KB

DB バッファ面数 6000

OS QueueDepth 16

ログの出力回数と出力あたりのブロックサイズ（出力長）と転送遅延の間の関係を評価し

た．結果を図 9 に示す．ここで，ログの出力回数，出力長とも DRを行わない local構成時

の値に対する相対値で示した．これらの値は，正サイトのストレージへの出力に関する統

計情報であるため，DRの有無にかかわらず，DBMSが稼動するサーバにおいて計測でき

る．図 9より，ログのみ同期転送方式（log）では，転送遅延が大きくなるに従って単位時
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(a) ログの出力回数

(b) ログの出力長

図 9 ログの出力回数と出力長
Fig. 9 Frequency and size of log writing.

間あたりの出力回数は減少するが，逆に出力長は大きくなっており，転送遅延が大きくなっ

た場合でも，ログ出力回数と出力長の積から計算されるログ出力スループットの確保は可

能であることが分かる．ここで，Trスループットとログ出力スループットは比例するため，

Trスループットが確保されたといえる．これは，DBMS内部でログバッファが多面管理さ

れており，あるログバッファの出力待ちの間も他のバッファを用いて処理が継続されていく

ためである．

一方，同期転送方式（sync）は，転送遅延を大きくするとログ出力回数は減少していくが，

ログの出力長は一定であるため，転送遅延を大きくするとスループットは低下する．これは，

同期転送方式では，DB VOLも同期リモートコピーでペアリングしているため，DB VOL

の出力性能が転送遅延の影響で低下し，それが DB バッファ挙動にも影響していくことで

Tr処理も遅延していくためである．以降の節では，同期転送方式実行時の DBバッファ挙

動について説明する．最初に，DB Writer多重度が不足した場合について説明した後，DB

Writer多重度が過多になった場合について説明する．

(a) 更新ページ比率 (b) 更新ページ出力の内訳

図 10 DB バッファの挙動
Fig. 10 Behavior of DB buffer.

5.2.2 DBバッファの挙動 1（多重度不足時）

同期転送方式の内部挙動の特徴を明確化するために，各システム（local/ログのみ同期転

送方式/同期転送方式）の DBバッファ層の挙動を比較した．具体的には，片道の転送遅延

を 15ms，DB Writer 多重度を 1 として各システムの実験を行い，DB バッファ内の更新

ページの比率，および，更新ページ出力処理の内訳を調査した．結果を図 10 に示す．なお，

図 10 (b)については，各 DRシステムの DB ページの出力回数は，local構成の DB ペー

ジ出力回数に対する相対値とした．

図 10 (a)より，localとログのみ同期転送方式（log）については，更新ページ（UPD）の

比率は約 3割で同等となっているのに対し，同期転送方式（sync）では更新ページ比率は

local/ログのみ同期転送方式時の 2倍以上になっており，DB Writerによる更新ページの出

力が間に合っていないことが分かる．

図 10 (b)には，更新ページ出力処理の内訳を比較した．DB Writerの出力が間に合って

いる場合は，更新ページは DB Writerによって出力される．一方，転送遅延の影響で DB

Writerの出力が間に合わなくなった場合は，前述のように，DB バッファリスト内の更新

ページ比率が高まっていく結果，空きページ確保のためにリスト最後尾の更新ページを出

力する更新ページフラッシュが生じる．すなわち，更新ページは，DB Writerか更新ペー

ジフラッシュのいずれかによって出力されるが，更新ページフラッシュは Tr処理の延長で

行われるため，Trの性能が低下する．図 10 (b)より，localとログのみ同期転送方式（log）

では，更新ページフラッシュ（WriteFlush）が発生しておらず，すべての更新ページは DB

Writerによって出力されていることが分かる．一方，同期転送方式（sync）では，更新ペー

ジ出力処理の 9割以上が更新ページフラッシュによって実施されている．更新ページフラッ

シュによる Trの応答時間の遅延が DBMSの全体処理性能の低下にもつながるため，同期

転送方式の DBページの出力量は local/ログのみ同期転送方式の 4割に低下している．
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以上をまとめると，localとログのみ同期転送方式では DBバッファ層は同様の挙動を示

しており，チューニングに関しても local構成での方式が利用できる．一方，同期転送方式

は，転送遅延の影響で DB Writerの出力が間に合わず，更新ページ比率が高まっているこ

と，その結果，更新ページフラッシュが生じていることが確かめられた．したがって，同期

転送方式は，DBバッファ層の挙動が他方式と異なっているため，チューニング方式も DR

独自の方式が必要となる．

同期転送方式は，DB Writerの多重度不足のときに転送遅延の影響で更新ページの出力が

間に合わなくなり，その結果，更新ページフラッシュが生じて性能が低下する．しかし，DB

Writerの多重度を適切な値にすれば，更新ページの出力が間に合うようになり，性能が向

上すると考えられる．そのため，回線シミュレータの転送遅延を 15 ms（片道）に設定した

うえで，DB Writer多重度をパラメータとした実験を行い，同期転送方式におけるDBバッ

ファ層の挙動を調査した．具体的には，DBバッファ内の更新ページ比率と DB Writer多

重度の関係，および，更新ページフラッシュ発生率と DB Writer多重度の関係を調査した．

結果を図 11 に示す．図 11 (a)より，DB Writer多重度を増加させるにつれ，更新ペー

(a) 更新ページ比率

(b) 更新ページフラッシュ発生率

図 11 更新ページ比率と更新ページフラッシュ発生率
Fig. 11 Rate of update page and rate of update page flush.

ジの比率は減っていき，最終的には同期転送方式（sync）の更新ページ比率は localやログ

のみ同期転送方式（log）と同等になることが分かる．また，図 11 (b)より，DB Writer多

重度を大きくすることで，更新ページフラッシュの発生を抑えられることが確かめられた．

以上の結果，同期転送方式では転送遅延の影響で DB 出力が間に合わない場合に性能が

低下するが，DB Writer多重度のチューニングを行えば DBバッファ層の挙動も localと同

等になり，性能も向上することが確かめられた．

5.2.3 DBバッファの挙動 2（多重度過多時）

多重度を大きくしすぎ，OS層が受け付け可能な I/O数を超過した場合には，OS層で生

じる待ちによって同期転送方式の性能は低下する．これを確かめるために，最初に，同期リ

モートコピーでペアリングされた VOLに対してランダム I/Oを行うテストプラグラムを

用いて多重度と OS内待ち時間（滞留時間）との関係を調査した．その結果，QueueDepth

より大きな値を多重度として設定した場合に，滞留時間が線形に増加していくことが確かめ

られた（図 12 (a)）．

DB Writer多重度とオンライン性能の関係を図 12 (b)に示す．図 12 (b)より，同期転送

(a) Write I/O の滞留時間

(b) DB Writer 多重度とオンライン性能の関係

図 12 OS 層の挙動
Fig. 12 Behavior in OS layer.
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方式の DB Writer多重度を 35とするまではオンライン性能は向上していくが，多重度を

35以上にした場合は，性能が低下することが確かめられた．ここで，性能低下が始まる多重

度は 35であり，OSのQueuDepth（= 16）より大きくなっているが，これは，DB Writer

の動作に起因する．すなわち，今回の実験で使用した DB Writerは更新ページの数が閾値

を超過したときに起動され，閾値超過分を多重出力しようとする．そのため，起動直後は設

定した多重度で動作するが，一定時間が経過し，出力すべき更新ページの数が減少すると，

より少ない多重度での動作で間に合うためである．実際に，OSの Topコマンドを用いて平

均的に起動されている DB Writerプロセスの数（図 12 (b)中の平均多重度）を監視してみ

ると，性能低下がはじまる平均多重度は 20であり，OSの QueueDepthに近い値が得られ

ている．

以上の実験から，性能モデル構築にあたって想定した内部挙動を実験によって確かめるこ

とができた．すなわち，ログのみ同期転送方式では，先行するログバッファの転送待ちの間

も残りのログバッファを用いて処理を継続できるため，転送遅延が大きい場合にも，転送あ

たりの転送サイズ（ログバッファに溜めるログ量）を大きくすることで性能確保が可能とな

る．同期転送方式については，以下の 2つのケースで性能が低下する．1つ目のケースは，

DB Writer多重度が不足する場合であり，更新ページの出力が間に合わないため，Trプロ

セスが要求した DB ページがバッファになかった場合に，更新ページフラッシュが発生す

る．この更新ページフラッシュは Trの延長で行われるためオンライン性能が低下する．2

つ目のケースは，DB Writer多重度過多の場合であり，OSで処理可能な I/O量を超えた

要求がなされると，OS内での待ちが生じるため参照処理に遅延が生じ，オンライン性能が

低下する．

5.2.4 性能モデルの検証

これまでの実験結果から，ログのみ同期転送方式と同期転送方式は，4章での性能モデル

構築にあたって想定した内部挙動を示すことが確かめられた．本項では，さらに，性能モデ

ルから計算した予測値と実験実測値との比較を行うことによって，4章で構築した性能モデ

ルの有効性を検証した．最初に，ログのみ同期転送方式の性能モデルの検証を行い，続い

て，同期転送方式の性能モデルの検証を行った．ここで，同期転送方式では DB Writer多

重度がキーとなるパラメータであることが分かっているため，性能モデルの検証において

は，DB Writer多重度をパラメータとして実験を実施し，性能予測値との比較を行った．

ログのみ同期転送方式の性能モデルは，local構成での性能をベースとして，転送遅延の

ペナルティを加えることで計算される．そのため，最初に，local構成での実験を行って必

図 13 性能モデルの検証 1（ログのみ同期転送方式）
Fig. 13 Verification of performance model (log).

要な統計情報を取得しておく必要がある．ここで，ログのみ同期転送方式の性能モデルは式

(1)，式 (2)で表されるため，local構成での応答時間（Rlocal）のみが必要となる．この値

と転送遅延のみを用いて予測値を計算した．

続いて，ログのみ同期転送方式の環境（回線シミュレータの転送遅延は 15ms（片道））を

構築し，DB Writer多重度をパラメータとして実験を行い，性能モデルから計算した予測

値との比較を行った．結果を図 13 に示す．ここで，グラフ縦軸のオンライン性能は，local

構成時のオンライン性能に対する相対値とした．この結果，ログのみ同期転送方式は DB

Writer多重度によらず一定の性能が得られており性能安定性が高いことが実測値から確か

められた．また，実測と予測値との比較から，検討した性能モデルは約 1割の誤差で性能予

測が可能であることが確かめられた．

同期転送方式についても，式 (3)，(4)，(5)，(6)で示すように，local環境での性能をベー

スに，更新ページフラッシュによって生じるペナルティや OS層での滞留によって生じるペ

ナルティを加算していくことで予測値を計算する．したがって，最初に，local環境での実

験結果から表 3 に示す統計値を取得しておく．これらの値と，ログ VOLの転送遅延，DB

VOLの転送遅延，および，DB Writer多重度の設定値を用いて，DB Writer多重度ごとに

予測値を計算する．

図 14 に同期転送方式を DB Writer多重度をパラメータとして実験した実測値（回線シ

ミュレータ転送遅延は 15 ms（片道））と，性能モデルから計算した予測値の比較結果を示

す．なお，予測値に関しては，DB Writer多重度不足のケースを表す式 (4)による予測値と

DB Writer多重度過多のケースをモデル化した式 (6)による予測値をそれぞれ示した．こ

の 2 つの予測値の最小値が同期転送方式の予測値となる．この結果，同期転送方式は DB

Writer多重度に対し凸型のグラフとなり，最適性能を得るためにはチューニングが必要で
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表 3 性能モデルのパラメータ値（local 環境実測値）
Table 3 Parameter of performance model.

Rlocal Tr（トランザクション）の応答時間
Tlocal Tr のスループット
Phit バッファヒット率
Prefhit 参照ページ要求のヒット率
Nget Tr あたりに含まれる参照・更新ページ要求回数
Nrefget Tr に含まれる参照ページ要求回数
Nwpage 単位時間あたりに出力される更新ページ数

図 14 性能モデルの検証 2（同期転送方式）
Fig. 14 Verification of performance model (sync).

あり，ログのみ同期転送方式に比べて性能安定性が低いことが確かめられた．また，実測と

モデルからの予測値との比較においては，検討した性能モデルは約 1 割の誤差で性能予測

が可能なことが確かめられた．

5.3 性能安定性の評価

前節での検証から，ログのみ同期のモデル式は転送遅延の 1次式であり DB Writer多重

度に対して頑強と考えられるのに対し，同期転送方式のモデル式は 3 つの式の最小値計算

によって求められ凸型になることから，環境変動が生じると以前に実施したチューニングは

有効でなくなり，最適性能が得られなくなると考えられる．そのため，転送遅延など環境パ

ラメータを変動させながら実験を行い，ログのみ同期転送方式と同期転送方式の性能安定性

を評価した．以下では，転送遅延/転送帯域幅/AP入力負荷といった 3つの環境パラメータ

を変動させた場合の性能安定性を評価した．

5.3.1 転送遅延が変動するケース

最初に転送遅延を変動させた場合について，ログのみ同期転送方式と同期転送方式の性能

安定性を評価した．具体的には，転送遅延が異なる 4つの環境（4ms，7ms，15ms，20ms）

(a) ログのみ同期転送方式

(b) 同期転送方式

図 15 性能安定性の評価 1（転送遅延が変動するケース）
Fig. 15 Evaluation of performance stability1 (change of delay).

で，DB Writer多重度をパラメータとしてログのみ同期転送方式と同期転送方式の正DBMS

オンライン性能を計測した．結果を図 15 に示す．

図 15 (a)より，ログのみ同期転送方式では，異なる転送遅延であっても同等の性能が得

られていることが分かる．これは，ログのみ同期転送方式では，転送遅延が大きい場合は，

1 回あたりの転送サイズを大きくすることでスループットの確保が可能なためである．ま

た，DB Writer多重度によらず，一定の値が得られており，DB Writer多重度に対して性

能安定性が高いといえる．一方，同期転送方式では，図 15 (b)に示すように，転送遅延が

変動するとオンライン性能も大きく変動しており，DB Writer多重度が 1のときで，4 ms

から 20msに変動した場合では性能は約 1/2に低下している．また，転送遅延が変動する

と，ピーク性能が得られる DB Writer多重度も変動してしまっている．たとえば，転送遅

延が 7 msから 15msに変動した場合では，ピーク性能を得るためには DB Writer多重度

を 10だけ追加する必要がある．これは，転送遅延の大きい環境では，同一量の更新ページ
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(a) ログのみ同期転送方式

(b) 同期転送方式

図 16 性能安定性の評価 2（転送帯域幅が変動するケース）
Fig. 16 Evaluation of performance stability2 (band width).

を出力するのに，より多くの多重度が必要となるためである．したがって，同期転送方式で

は，公衆回線など品質保証のない回線を使っており，この回線を共有している他の APの影

響で転送遅延が変動してしまう場合には，以前に実施したチューニングパラメータは有効で

なくなり，変動後の環境で最適性能を得るには新たなチューニングが必要になってしまう．

5.3.2 転送帯域幅が変動するケース

次に，回線帯域幅を変動させた場合について，ログのみ同期転送方式と同期転送方式の性

能安定性を評価した．具体的には，回線帯域幅が異なる 4つの環境（100M，30 M，20M，

10Mbps）で，DB Writer 多重度をパラメータとしてログのみ同期転送方式と同期転送方

式の正 DBMSのオンライン性能を計測した．なお，回線遅延については，7 ms（片道）に

固定したうえで実験を行った．結果を図 16 に示す．

図 16 (a)より，ログのみ同期転送方式では，異なる転送帯域幅であっても同等の性能が

図 17 回線帯域幅と応答時間の関係
Fig. 17 Relation between band width and response time.

得られていることが分かる．また，DB Writer多重度によらず，一定の値が得られており，

DB Writer多重度に対して性能安定性が高いといえる．一方，同期転送方式では，転送帯域

幅が変動するとオンライン性能も変動している（図 16 (b)）．転送帯域幅が変動するとピー

ク性能が得られる DB Writer多重度も変動してしまっており，転送帯域幅が 100Mbpsか

ら 20Mbpsに変動した場合では，ピーク性能を得るためには DB Writer多重度を 10だけ

追加する必要がある．

これは，帯域幅を狭めた回線に，そのキャパシティを超えるデータを転送しようとした場

合，転送が待たされる場合があるため，平均的な応答時間は転送遅延を超過するためであ

る．実際に，同期転送方式実施時にOSで write I/Oの平均応答時間をグラフ化してみると，

転送帯域幅を狭めるほど平均応答時間は悪化している（図 17）．そのため，帯域幅を狭め

た場合ほど，OSや DBMSから見た応答時間は大きくなりオンライン性能は低下する．ま

た，転送遅延が大きくなると同量データの転送には，より多くの多重度が必要となることか

ら，回線帯域幅が狭まった環境においてピーク性能を得るためには，より大きな多重度が必

要となる．具体的には，20Mbpsでチューニング実施後に回線の状況が回復して 30 Mbps，

100Mbps になった環境で，以前の DB Writer 多重度のままで運用を行った場合には，本

来得られるはずのピーク性能に対して約 7%の性能低下が生じている．したがって，公衆回

線など品質保証のない回線を使っており，転送帯域幅が変動してしまう場合にも，同期転送

方式では以前に実施したチューニングパラメータは有効でなくなり，変動後の環境で最適性

能を得るには新たなチューニングが必要になってしまう．

5.3.3 入力負荷が変動するケース

続いて，APの入力負荷を変動させた場合について，ログのみ同期転送方式と同期転送方

式の性能安定性を評価した．具体的には，図 18 に示すようなスケジュールで負荷を投入す
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ることで，負荷集中期間を作り出し，負荷集中時の性能安定性を評価した．すなわち，実験

期間を通じてベースとなる負荷をかけておき，中間期間には追加負荷を投入することで負荷

集中期間を生成した．なお，実験を単純化するために入力負荷にも変更を加えた．Newoder

トランザクションは，District，Stock表への更新と Orderline，Orders，NewOrder 表へ

の挿入を含んでいるが，変更した負荷では Stock表への更新のみを行うようにした．また，

負荷投入スケジュールについては，ベース負荷を 16多重とし，負荷集中期間には合計負荷

図 18 負荷投入のスケジュール
Fig. 18 Schedule of workload.

(a) local (b) ログのみ同期転送方式 (c) 同期転送方式
図 19 性能安定性の評価 3（入力負荷が変動するケース，集中時：ベース負荷 × 2）

Fig. 19 Evaluation of performance stability3 (fluctuation of work load, peak load: base load × 2).

(a) local (b) ログのみ同期転送方式 (c) 同期転送方式
図 20 性能安定性の評価 4（入力負荷が変動するケース，集中時：ベース負荷 × 4）

Fig. 20 Evaluation of performance stability3 (fluctuation of work load, peak load: base load × 4).

がベース負荷の 2/4/6倍（32/64/96多重）になるように負荷をかけた．以下，それぞれの

負荷を負荷 1/負荷 2/負荷 3と呼ぶ．図 19，図 20，図 21 に，各 DRシステムにこれらの

スケジュールで負荷を投入したときのトランザクション応答時間を示す．なお，同期転送方

式に関しては，合計多重度が 32（ベース負荷の 2倍）の環境でチューニングを行い，各実

験を通じて DB Writer多重度はこのときのチューニング値（10）で固定とした．

図 19 より，集中時にベースの 2倍の負荷がかかる場合（負荷 1）では，各 DRシステム

の性能は localと同様の挙動を示し，負荷集中期間であっても安定した性能が得られている

ことが分かる．一方，図 20 では，集中時にはベースの 4倍の負荷をかけているが（負荷 2），

このときは，ログのみ同期転送方式では負荷集中時にもほとんど応答時間は悪化していない

のに対し，同期転送方式は，負荷集中時にはばらつきが大きくなり，応答時間が 2.0 secを

超える場合も見られる．さらに，負荷集中時にベースの 6倍の負荷をかけた場合（負荷 3，

図 21）には，同期転送方式では負荷集中時のばらつきはさらに増大しており，応答時間が
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(a) local (b) ログのみ同期転送方式 (c) 同期転送方式

図 21 性能安定性の評価 5（入力負荷が変動するケース，集中時：ベース負荷 × 6）
Fig. 21 Evaluation of performance stability3 (fluctuation of work load, peak load: base load × 6).

(a) 集中時：ベース負荷 × 2 (b) 集中時：ベース負荷 × 4 (c) 集中時：ベース負荷 × 6

図 22 更新ページフラッシュ発生回数
Fig. 22 Number of update page flushes.

3秒にせまる場合も見られた．

それぞれの負荷スケジュールのもとでの，各 DRシステムの更新ページフラッシュ発生回

数を図 22 に示す．図 22 (a)より，負荷 1では各 DRシステムとも更新ページフラッシュは

生じていない．これは，同期転送方式（sync）についても，ベースの 2倍の負荷において，

チューニングを行っており，更新ページの出力が間にあっているためである．一方，図 22 (b)，

(c)に示すとおり，負荷 2，負荷 3のもとでは，同期転送方式については，更新ページフラッ

シュが発生している．これは，負荷 2/負荷 3のもとでは，負荷集中期間には想定していた

負荷（ベース）の 4～6倍の負荷がかかったため，更新ページの出力が間に合わなくなった

ためである．その結果，更新ページフラッシュが発生するようになり，図 20，図 21 に示す

ように応答時間が悪化する．

以上の結果から，ログのみ同期転送方式は，同期転送方式に比べて入力負荷の変動に対し

ても頑強であり，高い性能安定性を示すことが確かめられた．

6. ま と め

本論文では，広域災害対応 DRシステムとして同期リモートコピーを利用した 2つの方

式（ログのみ同期転送方式と同期転送方式）の性能安定性の評価を行った．評価において

は，最初に，転送遅延がログ出力と DBの更新ページの出力に与える影響を考慮して，それ

ぞれの方式の性能モデルを構築した．実測との比較を行った結果，性能モデルによって約 1

割の誤差で DRシステムの性能を予測可能なことが確かめられた．

この性能モデルから，両方式には性能安定性に差異があることが考察された．そのため，

回線シミュレータを用いた DR評価環境を構築し，転送遅延といった環境パラメータに変

動を与えた場合の両方式のオンライン性能を調査することで性能安定性を評価した．評価
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の結果，ログのみ同期転送方式は，DBMS内部の挙動は DRを行わない local構成と同等

であるため，local構成でのチューニング方法が利用できること，および，転送遅延など環

境変動にも頑強で高い性能安定性を示すことが確かめられた．一方，同期転送方式は，DB

Writer多重度が重要なパラメータとなっており，その値が不足，あるいは，過多になった

場合に性能低下がみられた．すなわち，同期転送方式では，ある環境に対して最適な DB

Writer多重度が決まってしまうため，環境変動があった場合には，変動前のチューニング

が有効でなくなり，新たにチューニングをやり直す必要がある．したがって，同期転送方式

は，環境変動の度に DR向けのチューニングをやり直す必要があり性能安定性が低いのに

対し，ログのみ同期転送方式は，local環境でのチューニングが利用でき，環境変動にも頑

強であり高い性能安定性を示すことが確かめられた．
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